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1. 序論：AIガバナンスと知的財産権の新たな交差点 
2026年6月4日、株式会社日立製作所（以下、日立）とコロンビア大学気候大学院の持続可能な投資
センター（CCSI）は、共同報告書『AIと持続可能性トランジション：新たな機会、リスク、ガバナンス（
Artificial Intelligence and Sustainability Transitions: Emergent Opportunities, Risks, and 
Governance）』を発表した 1。本報告書は、気候変動、生物多様性の喪失、地政学的不安定性、そし
て不平等の拡大という複合的な世界的危機が進行する中、人工知能（AI）技術が地球環境、エネル
ギーシステム、産業と労働、金融、そして民主主義と社会的レジリエンスという5つの主要領域をいか
に再構築しつつあるかを多角的に分析した画期的な論考である 1。 
本報告書が提起する最も重要なパラダイムシフトは、AIを単なる「持続可能性達成のための便利な
ツール」としてではなく、巨大な機会と同時に、単一のセクターや領域では解決不可能なシステミッ

ク・リスク（体制的リスク）をもたらす「根幹技術」として位置づけている点にある 1。この認識の転換
は、企業の競争力の源泉を管理する知的財産（IP）業務に対して、かつてない規模と深さの変革を
迫っている。 
従来、企業の知財部門の主たる使命は、自社技術の研究開発成果を特許として権利化し、独占排

他権を確保すること、および他社特許の侵害を回避するという「防御と攻撃」の二元論に基づく法的

オペレーションに限定されていた。しかし、AI技術が科学的理解や既存のガバナンスシステムの整
備を遥かに凌駕するスピードで進化し、高度なモデルの意思決定プロセスが「ブラックボックス化」す

る現代において 3、知財業務は単なる出願・権利化手続きの枠を完全に超えつつある。現在、知財
部門はデータ倫理の管理、グローバルな標準化ルールの形成、ESG（環境・社会・ガバナンス）目標
とのアライメント、そして複雑化する国際政治経済体制における「高度なリスクマネジメントおよびガ

バナンスのハブ」へと進化しなければならない決定的な岐路に立たされている。 
本稿では、日立とCCSIの共同報告書が提示する分析フレームワークを基座に据え、生成AI（GenAI
）および自律型AIの普及が企業の知財戦略、特許・著作権管理、データガバナンス、および国際的
な知財ライセンス・オペレーションに与える不可逆的な影響について、網羅的かつ深層的に論考す

る。 

2. 共同報告書の核心：持続可能性トランジションの5大ドメイン
と知財機能の再定義 
日立とCCSIの共同研究は、文献レビューおよび国際労働機関（ILO）、ユニバーシティ・カレッジ・ロン
ドン（UCL）、オックスフォード大学、ウォータールー大学、そして国連大学（チリツィ・マルワラ学長）等
の世界トップクラスの専門家へのインタビューに基づき構成されている 1。報告書は、AIの影響を5つ
の主要ドメインに分類しており、それぞれのドメインにおいてAIがもたらす機会とリスクは、直接的か
つ不可避的に知財業務の変容を引き起こす。 



以下の表は、報告書で特定された5つのドメインにおけるAIの影響と、それが企業の知財業務に要
求する戦略的対応の相関関係を整理したものである。 
 

対象ドメイン AIがもたらす機会とリスク（報
告書に基づく分析） 

知財業務における戦略的影

響と対応要件 

地球環境 機会：生態学的リスクの早期

検知、気候モデリング。 
 
リスク：AIインフラの膨大な電
力・水資源消費、電子廃棄物

の加速 1。 

環境負荷の低いAIアルゴリ
ズム（グリーンAI）の優先的
特許化。環境循環性を評価

基準とする知財ポートフォリ

オの再構築 4。 

エネルギーシステム 機会：再生可能エネルギーの

発電予測、スマートグリッドの

最適化 1。 
 
リスク：システム障害時の大

規模ブラックアウトの連鎖リ

スク。 

電力制御インフラに関連する

特許網の構築。インフラ技術

に関するクローズド（独占）戦

略と、標準化を通じたオープ

ン戦略の高度な使い分け 5。 

産業と労働 機会：特許出願の波に示され

る新たなイノベーションの創

出、生産性向上 2。 
 
リスク：労働市場の混乱、AI
へのアクセス格差による不平

等の拡大 1。 

AI支援発明による出願件数
爆発への対応。知財業務自

体への生成AI実装による生
産性向上。労働集約的な調

査・出願業務の自動化 6。 

金融 機会：広範なデータセット分

析による信用評価の向上、

情報の分断解消 2。 
 
リスク：構造的障壁の温存、

金融市場の脆弱性増大、ブ

ラックボックス性による監査

不能 3。 

AIアルゴリズムそのものの特
許保護から、入出力データ

セットの構造やビジネスモデ

ル特許（FinTech）への権利
化戦略のシフト。営業秘密と

の使い分け。 

民主主義とレジリエンス 機会：情報アクセスの拡大、

意思決定の迅速化。 
 
リスク：誤情報の拡散、民主

データ共有の倫理的ガイドラ

イン策定。フェイク防止技術

や透かし（ウォーターマーク）



主義の浸食、市場の寡占、

越境的なセキュリティの脆弱

性 1。 

技術の特許化と標準化。 

2.1 労働・産業ドメインにおける「特許出願の波」と限界突破 

共同報告書において特筆すべきは、産業と労働のドメインに関する分析の中で「特許出願の増加

が、すでに新たなイノベーションの波の到来を示唆している（In labor, rising patent applications 
already signal new waves of innovation）」と明記されている点である 2。これは、単にAIアルゴリズ
ム自体に関する特許出願が増加しているという表面的な現象を指すものではない。AI（特に生成AI
や物理的AI）が「発明を生み出すためのツール」として研究開発の現場に広く実装された結果、二次
的・三次的なイノベーションが爆発的な速度で量産されているという構造的変化を意味している。 
例えば、日立の研究開発グループでは、現場で自己学習し動作を最適化する「フィジカルAI技術」
や、再学習なしで既存の物体検知AIの検出結果を高精度に自動補正する技術などを次々と開発・
発表している 1。このような環境下において、企業の研究開発部門から知財部門に提出される発明
提案（発明届出）の数は指数関数的な増加曲線を描く。 
従来の人間によるマニュアルな先行技術調査、明細書作成、および権利化判断のプロセスでは、こ

の圧倒的な「特許出願の波」を処理しきれず、知財部門のオペレーション自体がイノベーションの深

刻なボトルネックとなるリスクが生じている。したがって、知財部門は人間による処理能力の限界を

突破するため、業務プロセスの抜本的なデジタルトランスフォーメーション（DX）を断行しなければな
らない。具体的には、自社の知財管理業務の基盤に生成AIを直接組み込むことが不可避となってい
るのである。 
 



 
 

3. 生成AIのブラックボックス問題と特許要件のパラダイムシフ
ト 
日立とCCSIの共同報告書が一貫して警鐘を鳴らす最大のリスクの一つが、高度なAIモデルの「ブ
ラックボックス」としての性質である。報告書は、「AIの開発は、その内部構造に関する科学的理解
や、それを監視するために設計されたガバナンスシステムよりも速く進んでいる（AI development is 
advancing faster than scientific understandings of its internal workings and the governance 
systems designed to oversee it）」と指摘している 1。このブラックボックス性は、天然資源管理、バイ
オセーフティ、金融といった社会の基盤をなす重要領域において、前例のない規模のリスクを生み出



している 3 が、同時にこれまでの特許制度の根幹に対しても深刻なパラドックスと技術的・法的な障
壁を提示している。 
3.1 実施可能要件・サポート要件と説明可能性（XAI）の衝突 

世界の主要な特許制度は、「発明の技術的な詳細を社会に公開する代償として、一定期間の排他

的独占権を発明者に付与する」という社会的契約の原則に基づいている。したがって、特許を出願

する際には、第三者がその発明を反復・実施できるように明細書に詳細に記載する「実施可能要件」

や、特許請求の範囲（クレーム）が発明の詳細な説明によって論理的に裏付けられていることを求め

る「サポート要件」を満たすことが厳格に要求される。 
しかし、深層学習（ディープラーニング）や大規模言語モデル（LLM）のような非線形でブラックボック
ス化されたAI技術において、特定の入力データがどのような内部の重み付けや計算プロセスを経て
その特定の出力に至ったのか（Explainability：説明可能性）を、特許明細書上で論理的かつ演繹的
に記述することは極めて困難である。開発したエンジニアでさえも、モデルの全挙動を完全に予見・

説明できないケースが増加しているためだ。 
この結果、知財担当者は技術者やデータサイエンティストと緊密に協働し、「どこまでの構成要素を

ブラックボックスのまま特許庁の審査官に受容させるか」、あるいは「説明可能なAI（eXplainable AI: 
XAI）の手法を用いて、AIの判断根拠をどのように特許クレームの構成要件として言語化し組み込む
か」という、極めて高度な法理的戦略とテクニカル・ライティングの技術を要求されるようになってい

る。 
3.2 監査可能性の欠如と権利行使（エンフォースメント）の困難化 

さらに、共同報告書が指摘する「ブラックボックスの性質が重要な領域での監査可能性（auditability
）を制限している」という問題 1 は、特許権の行使（エンフォースメント）の場面において致命的な弱点
となり得る。 
特許権は、他者が自社の特許技術を無断で実施していること（特許侵害）を立証できて初めて経済

的価値を持つ。しかし、仮に自社が取得したAI関連特許が競合他社に侵害されていると疑われる場
合であっても、対象となる他社のAIアルゴリズムや学習済みモデルがクラウドサーバー上の密室で
ブラックボックスとして運用されていれば、外部からの入力と出力の結果だけを頼りに、自社の特許

クレームと同一のアルゴリズムが内部で実行されている事実を証明（リバースエンジニアリング）する

ことは事実上不可能に近い。 
この監査可能性の構造的な欠如により、知財業務は「AIアルゴリズムそのものの特許化（取得しても
侵害立証が困難）」への依存度を下げ、「入力データの独自構造と出力結果の相関に基づく特許

化」、あるいは「ユーザーインターフェース（UI/UX）、センサー、エッジデバイスといった、物理空間と
サイバー空間の接点（外部から容易に観察可能な部分）での特許網の構築」へと、特許取得の力点

を戦略的にシフトさせることを余儀なくされている。 

4. 著作権・情報ガバナンスの変容と「責任あるAI」の要請 
AIの社会実装が不可逆的に進む中で、データの利活用と知的財産権（特に著作権および営業秘密）
の保護を隔てる境界線は、かつてなく曖昧かつ流動的なものとなっている。情報通信（TMT）企業を
はじめとするデータ主導型の組織において、クリーンでキュレーションされた大規模なデータセット

は、生成AI（GenAI）アルゴリズムを訓練し精度を向上させるための「新たな石油」として不可欠であ
る 7。 
しかし、データの収集と活用が企業競争力を決定づける一方で、データの断片化を放置し管理が不



十分な組織は、急速なガバナンスの適応を迫られている。独自のプロプライエタリ・データ（自社保有

データ）とインターネット上の公開データ（パブリックデータ）の組み合わせ、あるいはパートナー企業

や顧客間でのデータ共有の増大は、予期せぬ知財侵害リスクを増殖させている。アナリストの指摘

によれば、「GenAIの世界では、知財侵害のリスクが成長し続ける可能性が高い（the risk of IP 
infringement will likely grow in a GenAI world）」と予測されている 7。 
4.1 日立における著作権リスク管理とガイドラインの策定 

この増大するデータ・著作権リスクに対して、日立グループはいち早く全社的な知財ガバナンスの根

本的な再構築に乗り出している。同社の2025年版統合報告書およびサステナビリティ戦略の報告に
よれば、「生成AIが発展するにつれ、知的財産権とその管理に与える影響が新たな課題となってい
る」との認識のもと、グループ全体にわたる「著作権リスクの分析、ガイドラインの策定、知財管理へ

の生成AIの活用、そして関連する判例の理解を通じて、知的財産分野におけるリスクマネジメントに
注力している（focusing on risk management in the field of intellectual property, such as by 
analyzing copyright risks, formulating guidelines... and seeking to understand related 
precedents）」ことが明記されている 6。 
企業の知財部門は、単一の特許法だけでなく、各国の著作権法制の複雑な差異（例えば、日本の著

作権法第30条の4における「情報解析のための複製」を巡る機械学習パラドックス、EUのAI法におけ
る学習データの透明性要件、米国におけるフェアユースの法廷闘争と解釈の動向など）に精通しな

ければならない。その上で、自社のAI開発部門およびデータサイエンティストに対して、「どのデータ
を、どのような条件下でスクレイピング・学習させてよいか」という明確かつ実務的なデータガバナン

ス・ガイドラインを継続的にアップデートし、提供する責任を負っている。 
4.2 クリエイターの権利保護と新たなライセンスモデルの再構築 

AIによるテキスト、画像、音声、プログラムコードといったコンテンツ生成の極端な高度化に伴い、AI
システムの透明性確保は、もはや狭義のコンプライアンス（法令順守）の枠を超え、企業のレピュ

テーション（社会的信頼）問題や直接的な訴訟・法的リスクとして認識されるようになっている 8。 
原著作物のクリエイターやデータ保有者は、自らの作品が許諾なくAIの学習に利用されることに対し
て強い懸念を表明しており、広範な開示を超えた厳格な法的・業界標準の構築を求める圧力が強

まっている。具体的には、実効性のあるオプトアウト（学習拒否）機能の提供、生成物への帰属（アト

リビューション）の明示要件、そしてAI学習に自らのデータが使用された際の実質的なコントロールと
収益還元を可能にする「有意義なライセンスモデル」の構築が叫ばれている 8。 
この潮流は、知財部門の業務ポートフォリオに劇的な変化をもたらす。知財部門は、これらの外部ス

テークホルダーからの要請（プレッシャー）にプロアクティブに対応するため、多数のデータプロバイ

ダー、プラットフォーマー、クリエイター団体との間で、機械学習用データとしての利用許諾および二

次的利用に関する権利関係を包含した、極めて複雑なライセンス契約を締結する交渉の最前線に

立つことになる。これは、特許権に基づく従来の技術ライセンス交渉とは異なる、全く新しい「データ

＆アルゴリズム・ライセンス領域」という未踏の業務領域の確立を意味しているのである。 

5. 国際ガバナンスの3段階ロードマップと知財オペレーション
の連動 
日立とCCSIの共同報告書は、AIがもたらすシステム的なリスクに単一セクターで対処することは不
可能であると断じている 3。そして、AIの技術進化のスピードに追いつき、社会の混乱を防ぐための



枠組みとして、国際的な「3段階のガバナンス・ロードマップ」を提案している 1。 
このマクロレベルの国際的なロードマップの進展は、ミクロレベルである個別のグローバル企業の知

財戦略のフェーズ移行と密接かつ直接的に連動する。国際社会のルールメイキングの各段階にお

いて、企業の知財部門が先回りして講ずべき戦略的アクションを以下の表に示す。 
 

国際ガバナンスの段階（報告

書提案） 
想定される国際政策・ルール

の変化 
企業の知財部門に求められ

る戦略的対応 

第1段階：短期（0〜2年） 
 
共通の科学的基盤の構築 

国連AI科学パネルの稼働。
AI技術を評価するための「AI
専門技術研究所」の設立。証

拠に基づく政策策定メカニズ

ムの構築 1。 

知財ランドスケープの可視化

： 国際機関が「高リスクAI」と
「低リスクAI」の定義づけを開
始する。自社の特許ポート

フォリオがどのリスクカテゴリ

に属しているかを定量的に

マッピングし、可視化する 6。
標準化機関へのロビイングと

連動した情報開示。 

第2段階：中期（2〜4年） 
 
予防的措置の実行 

最もリスクの高いAI研究カテ
ゴリに対する「一時的な制

限」の交渉。測定可能な安全

基準の確立。多国間ステーク

ホルダーによるガバナンス・

アカウンタビリティの埋め込

み 1。 

ライセンス戦略の制約と

デューデリジェンス： 法的制
限の可能性を見越した研究

開発テーマの分散投資への

助言。M&Aやオープンイノ
ベーションにおける知財

デューデリジェンスにおいて、

提携先のAI技術が将来的な
「一時的制限」に抵触するリ

スクを極小化する高度な目

利き。 

第3段階：長期（4〜6年） 
 
耐久性のある制度の構築 

拘束力のある「枠組み条約」

の採択。越境的なAI移転（
Cross-border AI transfers）
に対する認証義務付け。責

任あるAIの実践がグローバ
ル市場参加の基本条件化 1。 

国際認証に基づく越境知財

移転： 特許ライセンス契約や
技術移転契約に、AI規制条
約のコンプライアンス要件を

組み込む。輸出管理規制（エ

クスポート・コントロール）に

準じた「責任あるAI」認証の
取得と、契約書への監査権

限条項の設計。 

 



 
 
第3段階への移行に伴い、知財部門は、特許権の移転やライセンス供与を行う際、単なる無形財産
権の移転として処理するのではなく、最新の国際条約に基づくアルゴリズムの安全性やデータ品質

の担保を契約上どのように規定するかという、極めて高度な国際法務スキルが求められるようにな

る。 

6. 知的財産・標準化・サステナビリティの三位一体戦略 
AIを用いた持続可能性の追求は、画期的な単一のアルゴリズムを少数の大企業が特許で独占する
だけでは到底実現できない。日立とCCSIの共同報告書が「持続可能な成果は、技術革新のみなら
ず、制度、ガバナンス、規範、および権力構造の補完的な変化に依存する（sustainable outcomes 
depend on complementary changes in institutions, governance, norms, and power structures
）」と強調している通りである 1。 
6.1 国際標準化と知的財産のバランス（オープン＆クローズド戦略） 

日立グループのサステナビリティ戦略において特筆すべきは、「国際標準化はR&Dや知的財産と同
等に重要である（international standardization is as important as R&D and intellectual property）」
という極めて明確な方針を経営レベルで打ち出している点である 5。事実、日立はIEC（国際電気標
準会議）、ISO（国際標準化機構）、ITU-T（国際電気通信連合電気通信標準化部門）といった主要な
国際標準化組織に積極的に参加しており、とりわけサーキュラーエコノミー（ISO/TC 323）などの環境



分野での国際的なルールメイキング・標準化活動を強力に牽引している 5。 
持続可能性トランジションの時代において、知財部門は自社のAI技術や環境技術をすべて自社で抱
え込み特許の壁で囲い込む（クローズド戦略）という旧来の発想から脱却しなければならない。どの

技術を国際標準化プロセスに積極的に提案・提供して市場全体のパイを拡大し（オープン戦略）、一

方でどのコア技術（例えばAIの軽量化技術や独自のセキュアなデータ処理基盤など）をブラックボッ
クス化、あるいは必須特許として保持し利益の源泉とするかという、高度な「オープン＆クローズド戦

略」の設計・実行が知財業務の最重要ミッションとなる。環境危機を前にして、グリーン技術の普及を

阻害しないよう、特許プールへの戦略的参加や、特定の環境目的・公益目的のための特許の無償ラ

イセンス（過去のエコパテント・コモンズのような取り組みの現代版）に対する要請が、国際社会から

より一層強まることは確実である。 
6.2 モントリオール議定書のアナロジーと「知財権の制限」の地政学リスク 

CCSIのリード・リサーチャーであるララ・フォルナバイオ氏は、報告書の発表に際し、「テクノロジーは
私たちが作るものである。モントリオール議定書が、地球の共有財産を保護するために各国が拘束

力のある制限に合意できることを示したように、AIも同様の協調的な国際行動を求めている」と発言
している 2。 
この「モントリオール議定書（オゾン層破壊物質の規制に関する国際条約）」のアナロジーを知財の

文脈に適用すると、企業の技術覇権に対して極めて重要な示唆が得られる。気候変動や生態系崩

壊といった全地球的な危機が臨界点に達した場合、その危機を救済し得る決定的なAI技術（例え
ば、大規模なエネルギーグリッドの究極的な最適化アルゴリズムや、炭素回収のブレイクスルーを導

くAI材料探索技術など）については、特許権者である一私企業による独占が、国際社会から「人類の
利益に反する」として許容されない法的・政治的状況が生まれ得る。 
CCSIの別の研究成果が示唆しているように、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）パンデミック時
における、ワクチン等の知的財産権に関するTRIPS協定（知的所有権の貿易関連の側面に関する協
定）の義務免除（ウェーバー）を巡る激しい議論は、「生産能力の所在や技術の独占自体が、貿易体

制の枠内で再交渉され得る」ことを歴史的に証明した 10。持続可能性トランジションにおいて不可欠

とされるAI技術に対しても、将来的にパンデミック時と同様のロジックが適用され、各国の特許法に
基づく強制実施権（コンパルソリー・ライセンス）の発動や、グローバル・サウス（新興国・途上国）へ

の強制的な技術移転メカニズムの構築が、国際ルールとして義務付けられるリスク（あるいは、それ

を支援ビジネスへと昇華させる機会）が潜んでいるのである。 
知財部門は、単なる出願実務を超え、こうした「知財権の公共性と制限」を巡る地政学的、および国

際法的な議論の最前線を常に監視しなければならない。自社の基幹技術が強制ライセンスの対象

となるリスクを評価すると同時に、逆に途上国への技術ライセンス支援を通じたESG評価の抜本的な
向上や、政府開発援助（ODA）と連動した新たな市場アクセスの獲得という「機会」に転換する戦略
を描く、高度なポリシーメーカーとしての役割が求められている。 

7. 日立グループの実践：環境循環型知財ポートフォリオとR&D
の融合 
AI技術の発展は、持続可能性の実現に多大に貢献する一方で、環境に強烈な負荷をかけるという
「二面性」を内包している。共同報告書は、「AIの資源集約的なインフラが水供給を限界まで圧迫し、
電子廃棄物の蓄積を加速させている（AI's resource-intensive infrastructure is straining water 
supplies and accelerating electronic waste）」と明確な事実を突きつけている 1。この矛盾を解決す



るために、企業は自社のイノベーション・エコシステム全体を環境循環型に作り変える必要があり、

その中心に位置するのがR&D（研究開発）と知財戦略の融合である。 
7.1 「協創の森」とR&D構造の変革 

日立は、デジタルサービス事業の創出と破壊的イノベーションの生成を目的として、R&Dグループの
体制を継続的に強化している 1。顧客や社会の知見を融合させる「協創の森（Kyoso-no-Mori）」や、
2050年の社会像からバックキャストしてブレイクスルー技術を創出する「バックキャスト型研究開
発」、さらに2026年5月には次世代社会インフラの研究施設「調和の丘（Harmonious Hill）」を茨城県
日立市に新設するなど、物理的な研究開発基盤の拡充を進めている 1。知財部門は、これらの多様
な共創拠点において生み出される多分野横断的なアイデアを、事業化と環境貢献の両立という観点

からキュレーションし、適切な権利化戦略へと落とし込むゲートキーパーの役割を果たしている。 
7.2 日立エナジーの事例：環境循環性と知財意思決定の統合 

AIインフラの環境負荷問題に対する先進的かつ実務的な取り組みの好例として、日立エナジー（
Hitachi Energy）の知財戦略が挙げられる。同社は自社の報告書において、「持続可能性、特に技
術の環境循環性（environmental circularity）が意思決定に確実に組み込まれるよう、長年にわたり
知的財産（IP）戦略を進化させてきた」と言明している 4。 
これは、単に「結果として環境に良い技術」を後から選んで特許化するという後追いのアプローチで

はない。研究開発の初期コンセプトの段階から、そのAIシステムやエネルギーソリューションがライフ
サイクル全体でどれだけの電力・水資源を消費し、廃棄時にどのような環境負荷（電子廃棄物）をも

たらすかを評価し、その厳格な環境評価基準を満たした技術に対して優先的に知財予算（特許出願

費用、維持費用など）を厚く配分するという、知財ポートフォリオを通じた「グリーン・スクリーニング」

の実践を意味している。 
7.3 カーボンニュートラルKPIと知財の定量的なアライメント 

日立グループは、自社の工場・オフィスにおける2030年度のカーボンニュートラル達成、2050年度
までのバリューチェーン全体でのネットゼロ（Net-zero）達成、さらに2030年度までにバリューチェー
ン全体で温室効果ガス（GHG）排出量を2022年度比で52%削減するという、極めて野心的な目標（
KPI）を設定し、これを外部にコミットメントとして公表している 11。 
以下の表は、日立グループが掲げる環境KPIと、それを達成するために要請される知財戦略の連動
を示したものである。 
 

日立の環境目標（KPI） 目標達成年度・基準 知財戦略との連動・寄与メカ

ニズム 

事業所（工場・オフィス）の

カーボンニュートラル 
2030年度（2019年度基準） 11 製造プロセス最適化アルゴリ

ズムや、スマートビルディン

グ制御（IoT/AI）に関する特許
網の構築。自社実施に向け

た自衛的知財の確保。 



バリューチェーン全体の

GHG排出量52%削減 
2030年度（2022年度基準） 11 サプライチェーン管理AI、低

消費電力型エッジAI、データ
センターの省電力冷却技術

など、「GX for GROWTH（顧
客の脱炭素化）」を推進する

特許群の積極的なポートフォ

リオ拡大とライセンス推進。 

埋め立て廃棄物ゼロ（Zero 
waste to landfill） 

2030年度（0.5%未満） 12 リサイクル技術、材料選別AI
、サーキュラーエコノミー・プ

ラットフォームに関する知財

の確保。標準化（ISO/TC 323
等）との連携 5。 

バリューチェーン全体のネッ

トゼロ（Net-zero） 
2050年度 11 革新的な次世代エネルギー

技術（水素、高度スマートグ

リッド等）に関する長期的な

バックキャスト型知財投資 1。 

「GX for CORE（自社事業の脱炭素化）」と「GX for GROWTH（顧客や社会の脱炭素化支援）」という
二つの強固な使命を達成するためには 11、爆発的に増加するAIの計算資源（大規模データセンター
群やGPU・NPU）が消費する莫大なエネルギーを根本から最適化・削減する技術群――例えば、軽
量化されたエッジAIモデル、省電力半導体アーキテクチャ、自律的な高効率冷却システムなど――
の知財権確保が、企業存続を賭けた最優先課題となる。 
さらに知財部門は、自社が保有する特許ポートフォリオがグループ全体のGHG削減KPIに対して定
量的にどれだけの貢献（インパクト）をもたらしているかを測定し、それをESG投資家やステークホル
ダーに対して「サステナビリティに直接的に貢献する無形資産価値」として積極的に提示・開示する、

高度なコーポレート・コミュニケーションの機能をも担うようになっているのである。 

8. 結論：オペレーターから「体制的ガバナンスの牽引者」への
進化 
日立とコロンビア大学気候大学院の持続可能な投資センター（CCSI）による共同報告書『AIと持続可
能性トランジション：新たな機会、リスク、ガバナンス』は、生成AIや自律型AIがもたらす未来が決して
自動的に持続可能で平和なものになるわけではなく、人類の英知と主体的なガバナンスの構築に完

全に依存していることを強く、そしてデータに基づいて訴えかけている 1。CCSIのリード・リサーチャー
であるララ・フォルナバイオ氏の「Technology is what we make it（テクノロジーは、私たちがそれを
どう作るか、どう使うかによって決まる）」という言葉は 2、まさに本問題の核心を突いた警句である。 
この技術と社会システムの歴史的な転換期において、企業の知財部門に求められる役割と期待値

は根底から覆りつつある。本稿での分析を通じて、次世代の知財業務が直面するパラダイムシフト

は、以下の3つの「次元の転換」として集約される。 
第一に、「手続き的処理からシステム的リスク管理への転換」である。AI支援による発明の爆発的増
加という量的プレッシャーに対応するため、知財管理業務自体に生成AIを組み込みオペレーションを



劇的に高度化させる一方で、ブラックボックス化するAI技術の監査可能性や特許要件の衝突という
法理的課題に対し、新たな理論構築と権利化戦略のシフトが求められている 3。 
第二に、「独占的防御から協調・標準化を通じた市場創出への転換」である。地球規模の環境・社会

課題の解決には、自社技術を特許で囲い込み独占するだけでは不十分であり、時には逆効果にな

り得る。ISOやIEC等での国際標準化活動を通じた技術の社会実装の促進と、コア技術のブラック
ボックス化を組み合わせた、高度で精緻な「オープン＆クローズド戦略」の策定と実行が不可欠と

なっている 5。 
第三に、「純粋な法的対応部門からESGハブへの転換」である。生成AI時代のデータスクレイピング
に伴う著作権侵害リスクの管理、クリエイターの権利保護と新たなライセンスモデルの構築 7、さらに
はAIインフラの環境負荷を考慮した「環境循環型」の知財ポートフォリオの形成とKPIとの連動 4 は、
知財部門が企業のESG目標達成に直接的かつ中核的な責任を負うビジネス・ドライバーとなったこと
を証明している。 
今後、グローバル市場において圧倒的な競争優位性を確立し、かつ国際社会に対する社会的責任

を果たすためには、企業は知財業務を単なる「法務手続きの代行」や「既存資産の防衛」の枠組み

から解放しなければならない。AIという未曾有の技術革新、人類の持続可能性へのトランジション、
そして共同報告書が提示した3段階のロードマップに基づく国際的なガバナンス形成 1、これら3つの
潮流を束ねる「インテリジェンスとルールメイキングの司令塔」へと、知財部門を昇華させることが不

可欠である。この潮流を正確に読み取り、いち早く体制的ガバナンスの牽引者へと自己変革を遂げ

た企業のみが、AI時代における真の持続可能な成長と、新たな無形資産価値の創造を実現できる
のである。 
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